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裏表紙 



1－ 1 

１ 総   則 

 

1.1 目  的 

この基準は、水道法（以下「法」という。）、水道法施行令（以下「施行令」という。）、米子市水道事業給水条

例（以下「条例」という。）、米子市水道事業給水条例施行規程（以下「施行規程」という。）及び米子市水道事

業における給水管等の構造及び材質の指定等に関する規程（以下「構材規程」という。）等に規定する給水

装置及び受水槽以下の給水設備工事の設計・施工等の手続き、方法及び基準等についての必要事項を定

め、工事の適正な施工及び管理を確保することを目的とする。 

 

1.2  適用の疑義 

この基準の適用に疑義が発生した場合は、米子市上下水道事業管理者(以下「管理者」とい

う。)の指示による。 

 

1.3 給水装置の定義 

給水装置とは、需要家に水を供給するために、配水管から分岐して設けられた給水管及びこ

れに直結する給水用具をいう。 

 

1.3.1 給水装置の所有 

法第 3 条第 9 項によると「給水装置とは、需要者に水を供給するために水道事業者の

施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。」と

定められている。また、条例第 9 条には「給水装置の新設等に要する費用は、当該給水

装置の新設等をする者の負担とする。」と定められていることから、布設場所が公道・民地

等に関わらず、全て需要家の所有となる。 

 

1.3.2 給水装置の管理 

条例第 34 条により、給水装置の管理は使用者等が全ての責任を負うこととなる。ただし、

公道部分の維持管理については、米子市上下水道局（以下「上下水道局」という。）で行う

場合もある。 

 

1.3.3 給水装置についての機能的条件 

（1） 便利で耐久性があること。 

（2） 給水能力が将来にかけて充分であること。 

（3） 安全で汚染されないこと。（受水槽以下の給水設備の管理については、設置者が

責任を負う。）以上の諸条件を満たさなければならない。 

なお、別に給水装置以下の取扱いを受けている受水槽等による給水設備につい

ても配水管への影響及び公道上の給配水管の事故その他の理由による断水時の
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使用等を考慮して、受水槽等の設置についての構造及び施工の基準について必要

な事項を定めるものである。 

 

1.3.4 原因者負担の原則 

給水装置工事に伴い、既設配水管または他者の給水装置等の原形変更等の費用が

発生した場合は、原則として原因者である給水装置工事の申請者が負担すること。 

 

1.4 配水管の定義と種類 

配水池または配水ポンプを起点とし、需要者に配水することを目的として、水道事業者が公道に布設した

口径50mm以上の管をいう。 

 

1.4.1 配水管 

(1) 配水主管 

公道に布設された口径 450mm 以上の配水管をいい、幹線の役目を果たすもので原

則として給水管の分岐はできない。 

(2) 配水支管 

公道に布設された口径 50mm 以上 400mm 以下の配水管をいう。 

 

1.5 給水管の定義 

個別の需要者に水を供給するために水道事業者の布設した配水管から分岐して設けられた

管、または他の給水管から分岐して設けられた管をいう。 

 

1.6 給水装置の種類 （条例第 4 条関係） 

給水装置は、次の 2 種とする。 

（1） 専用給水装置  1 個の給水装置を 1 戸または 1 箇所で専用するものをいう。 

（2） 私 設 消 火 栓  消防の用に供するために管理者以外の者が設置するものをいう。 

 

1.7 給水装置工事の種別 

給水装置工事の種別は、 次のとおりに分類する。 

なお、工事現場、サーカス、選挙事務所、仮事務所、仮店舗等で使用目的及び使用期間が

明確であるものについては、新設工事または改造工事として取り扱い、使用期間後、撤去する

場合は別途撤去工事として取り扱う。 

（1） 新設工事 

給水装置の分岐部を設け、新たに給水装置を設置する工事、または、過去にメーターが

取りついたことのない給水装置に新たにメーターを取り付けることを含む工事をいう。 

（2） 改造工事 
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給水管の口径変更、管種変更、給水栓の増設など、給水装置の原形を変える工事をいう。 

（3） 修繕工事 

改造工事の内、原則として漏水が起因して発生する工事をいう。 

このうち、給水装置の原形を変えない給水管、給水栓等部分的な破損個所の修繕は、修

繕報告書の提出をもって給水装置工事の全ての手続きとすることができる。 

なお、この申請の工事においては、「設計審査及び工事検査手数料」は免除する。 

（4） 撤去工事 

次の事項を原則とする。 

なお、この申請の工事においては、「設計審査及び工事検査手数料」は免除する。 

① 施設撤去 

給水装置を配水管、又は他の給水装置の分岐部から取り外す工事をいう。 

② メーター撤去 

水道の権利を有したまま一時的にメーターを取り外す工事をいう。 

③ 民地内の給水装置の撤去工事 

民地内に引込管を残し、メーターを含む以降の配管全てを撤去する工事をいう。 

なお、同一の給水装置工事において、当該給水装置の所在地の建物等を解体するため

に、一時的に工事用水栓を設置し解体後に①、②または③となる場合は撤去工事として

取り扱う。その場合、工事用水栓を設置する設計として給水装置工事を申し込み、工事完

成検査の提出書類は①、②または③の内容で届け出ること。 

ただし、上記の形態であったとしても、仮事務所等の使用目的と使用期間が明確な場合

は、改造工事として取り扱う。 

また、土地造成のため②または③となる場合も撤去工事に含むが、既設分岐を撤去し、

新規に分岐する場合は改造工事とする。 


